




















































日中関係―一九三七年三月～五月―」が佐藤尚武外交の全体像を提示している。この中で、平和的外交方針を持つ佐藤尚武が特異な存在だったのではなく、外務省・陸軍省・参謀本部・海軍省等各界の、停滞した中国関係打開を望む流れの中で現れたものだとしている。佐藤外相時に作成された「対支実行案」および「北支指導方策」と 当 日中間で問題となっていた冀東特殊貿易、北支自由飛行問題の解決案も、佐藤が外相に就任する前 起草されたものあると指摘し、このことからもやはり時局の流 と要望に添ったものだと ている。対中政策の新しい機運に添うものとして登場した佐藤は、対 政策を具体的 推進 せ 。しかし、満州国堅持を主張していた佐藤に対し中国国内では満州国回復に慎重なグループ 積極的なグループが混していた。意見の統一が されていなか たことは、中国側に問題があった いる。結局 在任期間が三か月と短かったため、日中国交回復を す事は出来 かった。それでも臼井氏は、佐藤を幣原 匹敵するスケール あ








































































認識していた。佐藤の唱 市場開放はあ ま 紛争回避





























































































	 中国と平等な立場において、平和 交渉によって国交を調節 、両国間利害の衝突を緩和しなければならないこと。日本の朝野には中国 相手とする場合、ある種の優越感をもってこれに臨もうとする風があるが、これは最も忌むべき とで、こういう考えを持して る以上 友好きない。
（三）


















行っている。長い在外生活から突然内 に かわ ことで果たして大丈夫なのか、自分の外交方針を曲げずとも良いのか、確認を怠らなかった。このこと 、佐藤の、自分の外交方針を曲げるつもりはなく、あくま 自分は自分の外交方針でいくという外交官としての芯 表れだと言える。　
こうして帰国から間もない三月四日、正式に外務大臣に
就任した。佐藤 外交方針は、八日の貴族院本 議における大河内輝耕子爵の質問に対す 答弁で明らかにされた。その内容は以下の通り ある。　
佐藤は在外生活が長く国内の手続きや慣例に不慣れであ
ることを先に断った後、広田内閣や林首相の外交方針 引












































































































































































画的 重要産業の振興を策し以て有事 日、日満及北支於て重要資源を自給し得るに至らしむると共に 平時国力
















しかし、林内閣の組閣に密接に関与していた が安東の申 出に快く応じたのは、ソ連通である佐藤 キャリア























きはあった。それらは必要以上 中国に干渉しないこ 、中国の統一運動の邪魔 しないことなどを主張して た。そして何より、日中両国が歩み寄るべきこ を求め い　
では軍部ではどうだったか。軍部でも対中政策に意見す
る案が複数提出されている それらを順を追っ 見ていきたい。一九三七年二月三日軍令部第一部横井忠雄大佐は 「対支方策再検討に関する意見」を提出した。その内容は以下の通りであ 。日中共存共栄に対す 最も大きな障害は中





























は、本田忠雄海軍武官との意見交換の結果を進言したものである。これによると、強硬政策 以て臨もうとすることは中国の現状を考えると実行不可能である、それのみならず、最終目的である東亜 安定に逆行 ものである、したがって、この観念を棄て挙国一致国交調整に邁進する必要がある、陸軍等出先官憲の独断専行を改めて統制すべき





























































































































































　 1934年上 1934年下 1935年上 1935年下 1936年上 1936年下 1937年上 1937年下
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スはそれまで自国が占めていた市場が奪われるのを認 られず、両国間では経済衝突が絶えなかった。そ に加え日本が中国における力を強めていくことも イギリスは脅威に感じていた。一九三六年、イギリスのリース・ロスが中国の幣制改革に日本も参加するよう打診したが 日本はこ
































長時間会談した。宋は中国がイギリス どの国よりも信頼していることを強調し、中英間の相互信頼を永久化す 方策はないかと発言したが、ヒューゲッセンは日英交渉の進展への危惧がこのような発言となったと推測した。蒋 日中関係に触れ、日本が北部チャハル、密輸問題を解決するならば、友好的 交渉が可能となる基盤ができると語り、イギリスの斡旋を希望した である。　
一方、ロンドンではジョージ六世戴冠式参列のため訪英































問題は漁業問題とソ満国交問題であった。四月一五日、モスクワから帰任した駐日大使ユレネフ大使は佐藤を訪問し、リトヴィノフ外務人民委員からのメッセージ 伝えた。それは ソ連は日ソ関係の改善を希望すること、以前から討議さ てきた国境制定委員会及び国境紛争委員会設置問題の交渉が停頓しているがソ連側は何時でも交渉再開の用意があること、佐藤が外相となったこ 機会に困難を打


































自身が直接ソ連と渡りあっ きた実績があるゆえに ソ連に対する危機感があまり かったようである。　
その他の政策として取り上げたいのは、国連の原料品問
題調査会議への参加である。こ 会議は、一九三五年に提唱され、外務省通商局が中心となって取り組んで た。この会議に対し佐藤は就任前から強い関心を示していた。佐































る政治工作を見直す動きがあっ のに対し、陸軍の出先では逆の方針を求めていた。このように、当時日本の 部でも二つの意見が対立していたので る。　
一方、中国ではどのようであったか。前述のように、汪




















































など、地理的に日本の弱点を捉えていた。日本にとっての重要課題は、いか 他国から資源 得るかということ 、経済進出であると佐藤は考えた。就任前の講演や雑誌記事はソ連に関する内容が多く、長いソ連周辺勤務の経験が、ソ連通の認識を世間に与えていたことが伺える。また、どの講演でも日本の経済発展に関して述べていることは、佐藤の実利的な経済方面への関心の高さの表れであろう　
入閣の際に示した四つの条件には佐藤の外交理念がよく





れまで佐藤外相就任と対ソ軍備拡充との関連について着目されなかったが、本稿では陸軍が対ソ軍備拡張を図る背景との関連性を明らかにした。当時極東におけるソ連軍が急速に成長していたため、満州と日本国内 軍備強化を急ぐ声が高かった。佐藤の外相起用は、外務省 の人材不足の表れであったことは否めない。しかし 石原莞爾グループは林内閣の組閣に深く関与して たのだから、外相も彼らに認められる人物でなけ ばならなか であろう。したがって、中国に関して疎く、さらに在外生活が長く政治色を全く帯びていない佐藤が外相として受け容れられたのは、佐藤のソ連通として キャリアと 経済重視外交観が石原らの方針に沿うものだったからであろう。ま 、中国との国交調整が急がれる情勢にあっても、対ソ軍備強

















日本には依然として北支における政治工作を続ける考えが根強く残っていたし、中国 は満州回復を唱える者がいた。一つの大きな課題解決に向かって互いに歩調 合わせる態勢は整っていなかったのである。また、経済 策と政治工作は密接な関係にあるため、政治工作は止めるけれど経済的影響力を強めるなど、都合の良い話でしかなかった。したがって、佐藤の唱えた理想的外交論は実現可能性の低いものだったと言える。いずれにせよ、重要案件の結果を出すには三ヶ月という在任期間はあまりにも短かったこと言うまでもない。　
今回、経済提携に対する中国側の反応に関しては十分に
考察出来なかった。これについては、今後改めて研究を進めていきたい。




















































































































































































































（（）		 『東京朝日新聞』一六三六年九月二、 三、 四日朝刊各二面。
（
（（）		 「対支外交の徹底的失敗」 （ 『東洋経済新報』第一七三九号、一九三六年一二月）八頁。
（












































（（）		 「冀東特殊貿易の廃止に関する件」 （一九 七年三月三日太田事務官作成、 外務省記録「帝国の対支外交政策関係一件」第七巻（以下「対支」と略す）所収） 。
（
（（）		 「北支自由飛行問題の調整に関する件」 （一九三七年 月三日太田事務官作成、同右） 。
（
（0）		 「冀東貿易廃止に関する方針案」 （一九三七年 月四日東亜局第一課作成、同右） 。
（
（（）		 「対支航空問題に関する方針案に対する意見」 （一九三七年三月一九日陸軍省作成、同右） 。
（














年同様に減少している。しかし、他品目である絹の取引も同じく一九三四年の上期に落ち込んでいることから この時の天津の取引額が全体的に低かったと見ていいだろう（三井文庫所蔵『三井物産事業報告書』各期「人造絹糸及同織物商売高店別表」より考察） 。また、坂本雅子氏は『財閥と帝国主義』 （ミネルヴァ書房、二〇〇三年）の中 、大連の砂糖取引高が一九三六 に増額していることを密輸が行われていた表れだとしている。しかし、密輸の取引額を公式書類に記載するとは考えにくいので、筆者は天津の大幅減額に着目した。
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前掲 『外務省執務報告：通商局』 第二巻、 一四二～一四三頁。
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